
平成 30年度 第２回海老名市子ども・子育て会議 次第 

日 時：平成 30 年 10 月 24 日（水） 午前 10 時から 

場 所：え び な こ ど も セ ン タ ー  20 1 会 議 室 

１ 開 会 

２ 議 題 

【 審 議 事 項 】 

第２期 海老名市子ども・子育て支援事業計画の概要とスケジュールについて 

（資料１～４） 

【 報 告 事 項 】 

 公立保育園のあり方の策定について 

（資料５） 

３ 閉 会  

＜ 資 料 一 覧 ＞ 

【 資 料 １ 】 第２期 海老名市子ども・子育て支援事業計画の概要について 

【 資 料 ２ 】 ＨＵＧＨＵＧ
は ぐ は ぐ

えびな
ＥＢＩＮＡ

宣言 ～ こども・子育てサポート指針！ ～ 

【 資 料 ３ 】 基本目標・基本施策 新旧対照表 

【 資 料 ４ 】 第２期計画策定までのスケジュール 

【 資 料 ５ 】 公立保育園のあり方の策定について 
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主任児童委員
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渡　部　理　子 わたなべ　みちこ 公募市民
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第２期 海老名市子ども・子育て支援事業計画の概要について

１ 計画の概念                                

  これまで市では、「海老名市次世代育成

支援行動計画」の前期計画（平成17年～

21年）と後期計画（平成22年～26年）

の基本理念を継承した「第１期 子ども・

子育て支援事業計画」（平成27年～31年）

を通じて、子育て世帯を支援するさまざま

な施策等に取り組んでまいりました。 

  今回策定する「第２期子ども・子育て支

援事業計画」は、市の最上位計画である「第

５次総合計画」の部門別計画として、

HUGHUGえびな宣言の趣旨に基づき、海

老名市としてしっかりと子育てを応援す

るための必要な事業を検討していきます。 

２ 基本理念（案）                              

子どもの笑顔はまちの魅力であり、安心して生み・育てやすい環境を地域全体で実現してい

くために、今海老名に住んでいる方には子育て支援を「実感」できるように施策を展開し、今

海老名に住んでいない方には海老名の魅力を知っていただけるように第２期計画を策定します。 

そこで、第２期計画の基本理念を以下のように設定いたします。 

海老名市次世代育成支援行動計画 

前期計画 

（平成17年～21年）

後期計画 

（平成22年～26年）

第１期 子ども・子育て支援事業計画 

平成27年～31年 

第 ５ 次 総 合 計 画 

第２期 子ども・子育て支援事業計画 

平成32年～36年 

ＨＵＧＨＵＧ
は ぐ は ぐ

えびな
E B I N A

宣言のもと 

     子どもの笑顔が輝く魅力あふれるまち えびな 

HUGHUG
は ぐ は ぐ

えびな
E B I N A

宣言 ～ こども・子育てサポート指針 ～ 

① 子どもを産み育てやすい環境を整え安心して子育てができるまちにします 

② 子どもたちが安全に元気に過ごせる環境を作ります 

③ 海老名で育つ子どもたちの可能性を広げるための取り組みを進めます 

Ｈ
Ｕ
Ｇ
Ｈ
Ｕ
Ｇ
え
び
な
宣
言

資料１
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３ 基本目標と基本施策（案）                             

基本目標２ 

親と子の健康を確保するための環境づくり 

基本施策 

健やかな子ども成長を支える基盤として健康促進事業と予防事業の充実を図ります。 

安心して妊娠・出産できるよう、各種健診事業を通じて母子の健康保持・増進が実現できるよ

う取り組みます。 

また、保健医療サービスの充実を図り、子ども健康を総合的にサポートできる環境を整備しま

す。 

（１）妊娠に関する支援事業の充実 

（２）子どもの健康確保の推進 

基本目標１ 

安心して子どもを預けられる教育・保育施設と学童保育施設を提供できる体制づくり

基本施策 

民間企業による働き方改革の推進により、育児休業・介護休業の取得や短時間労働・テレワー

クなどの普及に伴い、保護者の働き方が多様化しています。 

このような現状の中、乳幼児期では保育園・幼稚園を、義務教育期では学童保育を中心に、す

べての子育て世帯に対して子どもを安心・安全に預けられる環境を提供できるような体制づくり

を図ります。 

（１）特定教育・保育施設と地域型保育事業の充実と質の向上 

（２）多様化する働き方に対応できる多様な保育サービスの充実 

（３）学童保育施設等の充実 
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基本施策ごとに、関係する各事業を「子ども・子育て会議」で検討したうえで決定します。

基本目標４ 

配慮を必要とする子どもと家庭への支援

基本施策 

障がいのある子どもやひとり親家庭の子どもと親が、様々な家庭環境のなかで安定した生活を

送ることができるよう、必要とされる支援を関係機関と連携して取り組みます。 

また、子どもの心身の成長や人格形成に重大な影響を及ぼす児童虐待を予防・早期発見・保護

支援できるよう取り組みます。 

（５）外国人世帯への支援の充実 

（４）総合的な不登校対策 

（３）児童虐待を防止する取り組みの推進 

（２）ひとり親家庭等の自立支援の推進 

（１）障がいのある子どもと親の安定した生活の支援の充実 

基本目標３ 

妊娠・出産から切れ目のない総合的な子育て支援を提供できる体制づくり 

安心して子育てができるように、ライフステージに対応した子育て支援の充実を図ります。 

身近な場所に共感してもらえる人や相談できる人がいることは、子育てをする母親とその家族

にとって重要であり、そのような環境を提供できるよう取り組みます。 

また、携帯アプリなどの様々なツールを利用し、子育て世帯だけでなく地域住民に対しても効

果的な情報発信を行い、地域に根付く子育て支援を実現できるように取り組みます。 

基本施策 

（１）地域に根付く子育て支援事業の充実と情報発信の推進 

（２）子育て世帯への財政支援の充実 

（３）子どもが地域交流できる居場所の確保 

（４）子どもの安全確保の推進 



子どもを産み育てやすい環境を整え

安心して子育てができるまちにします

1

2012©ASUKOE Partners, Inc.

３つの柱

資料２



2 子どもたちが

安全に元気に過ごせる環境を作ります

2012©ASUKOE Partners, Inc.

３つの柱 4

3 海老名で育つ子どもたちの

可能性を広げるための取り組みを進めます

2012©ASUKOE Partners, Inc.

３つの柱 5
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保育園定員数推移
単位 人

13年で
約2倍!

1 6

NEW!

宣言素案

本日
OPEN!

宣言素案子どもを産み育てやすい環境を整え
安心して子育てができるまち

1 7

700円

700円

利用会員負担

援助会員報酬

700円

700円 +300円
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NEW!



子どもたちが安全に元気に過ごせる環境2 8

子どもたちが安全に元気に過ごせる環境2 9

NEW!



海老名で育つ子どもたちの可能性を
広げるための取り組み

3 10

NEW!

海老名で育つ子どもたちの可能性を
広げるための取り組み

3 11
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新計画

（１）
特定教育・保育施設と地域型保育事業の充
実と質の向上

（１） 子ども・子育てに対する市民の意識醸成 ３－（１）

（２）
多様化する働き方に対応できる保育サービ
スの充実

（２） 少子化対策の推進 １－（２）

（３） 学童保育施設等の充実 （３） 子どものスポーツへの支援 ３－（３）

（１） 妊娠に関する支援事業の充実 （１） 幼児教育・保育施設の充実 １－（１）

（２） 子どもの健康確保の推進 （２） 待機児童解消に向けた公立保育所のあり方 １－（１）

（１）
地域に根付く子育て支援事業の充実と情報
発信の推進

（１） 地域における子育て支援の充実
１－（２）
３－（３）

（２） 子育て世帯への財政支援の充実 （２） 安全・安心な教育・保育環境の保全 ３－（４）

（３） 子どもが地域交流できる居場所の確保 （３） 児童の健全育成の取組と推進 １－（３）

（４） 子どもの安全確保の推進 （１） 母と子の健康の保持増進 ２－（２）

（１）
障がいのある子どもと親の安定した生活の
支援の充実

（２） 食育の推進 ２－（１）

（２） ひとり親家庭等の自立支援の推進 5
仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）
の推進

（１） 仕事と子育ての両立の推進 該当なし

（３） 児童虐待を防止する取り組みの推進 （１） 児童虐待対策の充実 ４－（３）

（４） 総合的な不登校対策 （２） 母子家庭等の自立支援の推進 ４－（２）

（５） 外国人世帯への支援の充実 （３） 障がい児施策の充実 ４－（１）

2 親と子の健康を確保するための環境づくり

3

基本目標・基本施策 新旧対照表

（旧） 第１期子ども・子育て支援事業計画

幼児の教育・保育の課題解消に向けた取組の推進

地域における子育ての支援

母性並びに乳児及び幼児等の健康の確保及び増進

基本目標 基本施策（１４施策）基本目標 基本施策（１４施策）

1
安心して子どもを預けられる教育・保育施設
と学童保育施設を提供できる体制づくり

新たなえびなの子育て施策

（新） 第２期子ども・子育て支援事業計画

妊娠・出産から切れ目のない総合的な子育て
支援を提供できる体制づくり

配慮を必要とする子どもと家庭への支援4

要保護児童への対応などきめ細やかな取組の推進

1

2

3

4

6

資料３



第２期計画策定までのスケジュール

平成3１年 平成31年度 第２回海老名市子ども・子育て会議開催

８月上旬  ・委員改選について
 ・第２期計画の量の見込みについて

 平成31年12月下旬 パブリック・コメント実施予定

平成32年３月 第２期計画策定

 第２期計画 作成期間２

平成3１年 平成31年度 第３回海老名市子ども・子育て会議開催

１１月上旬  ・第２期計画（案）について

 第２期計画 作成期間１

平成30年 平成30年度 第３回海老名市子ども・子育て会議開催

12月下旬  ・現計画の評価検証方法について
 ・ニーズ調査実施について

 平成31年１月中にニーズ調査実施予定
 現計画の評価検証期間

平成3１年 平成31年度 第１回海老名市子ども・子育て会議開催

５月上旬  ・ニーズ調査分析結果報告について
 ・調査結果と現計画検証結果を踏まえた第２期計画の各事業検討について

平成30年

10月24日

平成30年度 第２回海老名市子ども・子育て会議開催

 ・第２期計画の概要とスケジュールについて
 ・公立保育園のあり方の策定について

 １１月中旬 公募型プロポーザル方式により、委託業者を決定

ステップ

１

ステップ

２

ステップ

３

ステップ

４

ステップ

５

資料４



公立保育園のあり方の策定について

１ 趣 旨 

近年、全国的な問題となっている「待機児童問題」については、当市においても抱え

ている大きな問題です。このため、現在、待機児童を喫緊の課題として捉え、保育園の

新設等による定員拡大の取り組みを鋭意進めているところです。 

しかしながら、全国的には人口減少社会が到来していることから、近い将来、保育需

要も減少することが想定されるため、老朽化対策も含めた今後の公立保育園のあり方を

整理するため、策定したものです。 

２ 基本的な考え方 

公立保育園については、① 障がい児等の保育、②年度途中の受け入れ枠を確保するた

め年度当初の受け入れ抑制、③市内保育園の指導的役割 などの役割があるため、各地区

に少なくとも１園の施設は堅持します。 

この前提の下、地区別の保留者の状況及び人口推計から今後の保育需要を推計し、地

区別に園のあり方を整理します。 

また、これに加えて、直営を堅持すべき公立保育園についても、民営活力の活用が可

能な分野については、活用を図り、効率化を図っていきます。調理部門の業務委託など

が考えられるため、この基本的な考え方を踏まえ、労働組合との協議を進めていきます。 

３ 地区ごとの計画 

(１) 北部地区 

・ 柏ケ谷保育園を核として存続（状況により、定員削減） 

・ 下今泉保育園は平成 35 年４月に完全民営化 

(２) 中部地区 

・ 中新田保育園を核として存続（状況により、定員削減） 

・ 勝瀬保育園は５年以内をめどに完全民営化 

→ 市中心部に近く、今後も需要が見込めるため、民営化しても継続運営で

きるものと判断される。公立のまま緊急に建て替える必要性は低く、民営

化後に工事を行うことで、大規模改修・建て替えに国庫補助が活用できる。

なお、海老名小・中学校の再編計画と連動し、用地の活用も検討する。 

(３) 南部地区 

・ 上河内保育園を核として存続（状況により、定員削減） 

・ 門沢橋保育園は 10 年以内をめどに廃止 

→ 周辺地区の保留者が３年連続で減少している経過などを踏まえ、10 年以

内をめどに廃止する。 

平成 3 0 年 1 0 月 2 4 日 

子ども・子育て会議資料 

保健福祉部保育・幼稚園課 

資料５




























